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研究成果の概要（和文）：本研究では、「若者が働き、住みたがる地方」への再生政策に関して、研究代表者が
提唱している市民生活行動学をコアにそれを地方文化と公共政策と融合させた各種学融合研究方法論を多数開発
した。そして、それらを応用し、多様な生活のことを考慮に入れた若者の移住・定住意思決定メカニズムの解
明、地方独自の文化に立脚した魅力的な地方イメージづくり方法論と地域資源を活用した地域問題の解決につな
がる雇用機会の創出を図り、若者の行動変容ステージに応じた地方都市への移住・定住促進策の立案に寄与する
研究成果を多数あげることができた。

研究成果の概要（英文）：This study aims to provide scientific insights into revitalization policies 
for local cities of Japan, in which young people are willing to work and reside, from an 
interdisciplinary perspective. We have derived various significant findings/insights by integrating 
knowledge of the life-oriented approach (proposed/advocated by the principal researcher), local 
culture and public policy studies for decisions on effective policies promoting young people's 
migration to and permanent residence in local cities of Japan, in terms of clarifying the mechanisms
 of migration to and permanent residence in local cities, examining how to enhance the 
attractiveness of local cities, and creating employment opportunities that are also beneficial to 
the solutions of regional issues based on effective use of regional resources.

研究分野： 地域・都市計画、交通計画、エネルギー政策、観光政策、健康政策、市民生活行動学

キーワード： 若者　移住　市民生活行動学　行動変容　地方性(rurality)　まちづくり　公共政策　地方文化と資源

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地方創生の必要性は1980年代から叫ばれるようになったが、多くの若者が地方から離れ続けていることを考える
と、地方時代だと言われるほどの実態がない。都市間競争に勝ち抜くため、地方文化の研究、若者の生活行動に
関する科学的な理解は重要であるにも関わらず、地方創生からみた若者研究はあまりにも少なく、政策立案のた
めの科学的な知見が著しく不足している。このことから、地方への移住・定住と関連づけた若者の研究を促進す
る点、関連の研究成果を取りまとめた点は社会的な意義が大きい。また、移住行動を含む市民生活行動学を基軸
に、地方文化・公共政策との学融合を通じて、上記の研究空白を埋めることは本研究の学術的意義である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本では、地方の時代と言われて久しいが、今まで多くの地方活性化政策が実施されてきたにも関わらず、

地方の人口減少の傾向が止まらず、特に人口サイズ維持に必要な若者の流出が顕著である。一方、若者の地
方回帰が見られるようになったり、地方創生を政府の最重要政策課題として位置づけたりして、地方再生のきっ
かけとなりうる社会的変化の兆しが見え始めている。本研究では、生物多様性という考え方に準拠し、若者を地
方都市に惹きつけ、大都市一辺倒の社会的構造を改めることができなければ日本の未来はないという問題意
識のもとで、「若者が働き、住みたがる地方都市」への再生を研究対象とする。若者において日本社会の変貌
が凝縮された形で表れているため、若者に焦点を当てることで、日本全体における地方のあるべき姿が見えて
くると期待される。 
科学研究費助成事業データベース KAKENで若者に関する研究課題名を検索したところ（2014年）、162件

がヒットした。そのうち、教育学と社会学の研究はそれぞれ約 34%を占め、若者研究の最も活発な分野であるこ
とが伺える。次に多い分野は言語学・文学・文化・芸術・歴史・法学（15%）、ほかは生活科学一般・家政学（4 件）、
地域研究（4件）、ジェンダー（3件）、人文地理学（3件）、応用健康科学（2件）、応用経済学（1件）、工業（1件）、
社会・開発農学（1件）、都市計画・建築計画（1件：住宅取得）などの分野であった。いくつかの代表的な関連研
究を以下に紹介する。 
 研究１：若者の労働と生活世界の実像（正社員志向と雇用流動性のジレンマ、進路選択・就職活動、地元つな
がりなど）を示し、若者が抱えている苦痛や困惑、将来への期待・展望などを明らかにした。 

 研究２：高校や専門学校を卒業してから働く若者、フリーターやアルバイトなどの若者が語る仕事体験をもと
に、働く意欲や人間力の低下といった若者バッシングに対して反論すると同時に、若者の意識よりも社会の
構造的変化が若者の労働を取り巻く様々な問題の原因であると示した。 

 研究３：東京で働く東北地方出身の若者を対象に、出身地によって経済的格差があること、若者の地域間移
動によって格差が生じること、若者の地域間移動の選択に地域格差が影響していること、若者の移動が強く
社会的状況の影響を受けることを明らかにした。 

 研究４：東京在住の高校卒業生31名を対象に卒業後の就職・就学、大学進学後の就職、家族との関係、友人
関係、将来展望などに関するパネル調査を 5回実施し、高校卒業後の５年間の生き方、大人になるための成
長体験や自信を分析した。 

 研究５：地方にこもる若者が内にこもりつつ外に開いていくという新しい生き方を生み出しつつあり、流動性と
多様性の増す現代社会に、大人よりも適応している。また、地方都市が若者にとって「ちょうどよい」魅力を有
し、彼らの理想的な生活の場になりうることを論じると同時に、地域と希薄な関係しか持たない若者も子育てな
どをきっかけに地域社会にコミットしていく可能性があることを指摘した。 

 研究６：先進国の若者の社会経験の変化について、教育・雇用からライフスタイル、政治参加まで、リスク社会
を生きる若者の不安と閉塞の実像を描き出すと同時に、日本とほかの先進国の若者を比べて、異質性よりも
同質性のほうがはるかに大きいと結論づけた。 
既存研究を概観すると、マクロデータを用いた研究、個人データを用いた質的な研究は主流である。居住地

や働く場所の選択は個人や世帯の意思決定であり、結婚・育児、家族生活、自由活動など様々な生活行動と関
連性を有する。しかし、若者の生活に立脚した地方都市再生政策の研究はほとんどなく、若者を地方都市に惹
きつけるための政策立案に役立つ科学的な知見が蓄積されていない。一方、国土交通省、総務省や農林水産
省などの地方活性化事業は多く重複し、縦割り行政の弊害が深刻である。このような中で、研究代表者らは基
盤研究（A）（一般）プロジェクト「市民生活行動学の構築による部門横断型まちづくりのための政策意思決定方
法論の開発」（2010-2013 年度）を通じて、市民生活行動学を創設した（2015 年に「市民生活行動学」（土木学
会）、2017年に「Life-oriented Behavioral Research for Urban Policy」（Springer））。しかし、市民生活行動学の研
究はまだ創成期に位置づけられ、若者という特殊な社会集団に限定した研究はまだなされていない。一方、若
者にとってイメージがよく元気な地方都市が多いドイツのまちづくりの実践から分かるように、地方都市再生の
ために若者を魅了する地方文化の役割が大きいが、日本では関連学術研究はほとんど見受けられない。しか
し、ドイツの場合、まちづくり実践が先行し、若者の生活行動の視点に立った研究はまだなされていない。さら
に、若者の雇用に関する研究は多いが、地方都市及びその周辺地域に多くの課題が散在するなかで地域問
題の解決とリンクした若者の雇用創出の研究は見当たらない。 
 

２．研究の目的 
日本の地方都市の再生が若者を如何に惹きつけるかにかかっているという認識のもとで、若者の生活やライ

フスタイルのことを最優先し、まちへの愛着の形成と長期持続における文化の価値の活用、雇用創出による地
域課題の解決を念頭に入れて、市民生活行動学研究を地方文化と公共政策の研究と融合し、4 年間をかけ、
日独比較研究を行い、以下のことを明らかにする。 
 歴史的な検証：日本で 1980 年代ごろから実施されてきた各種地方活性化政策がどの程度若者の地方都市
への移住・定住に寄与できたかについて、都市別時系列データを用いて検証する。 

 地方文化に着目した魅力的な地方都市イメージづくり：若者にとって魅力的な地方文化とはなにか、地域に
根差した若者文化を如何に醸成するか、文化が若者の地域への愛着形成にどう寄与できるかといった地方
都市のイメージ構築の研究を行い、イメージマネジメントについても研究する。 

 地域資源の活用と地域問題の解決による雇用機会の創出：豊かな自然があるがその管理が行き届いていな
い地域生態系の保全、地方文化を活用した都市観光の促進、衰退している地場産業の再生などに寄与する
ソーシャルビジネスの実現方法と若者の雇用創出可能性を研究する。 

 移住・定住メカニズムの解明：地方都市に移住・定住した若者及び就職活動中の若者の雇用先・居住都市の
選択や生活実態を大都市で勤務中の若者との対比により明らかにし、地方都市のライフスタイルの魅力を再
評価すると同時に、地方都市への若者の移住・定住メカニズムを解明する。 

 行動変容ステージに応じた地方都市への移住・定住促進策の研究：若者各々のライフタイル、キャリア志向
性や生活の質（QOL）を最優先に配慮し、効果的な変化プロセスを経て、行動変容ステージ（無関心期→迷
走期→関心期→準備期→行動期→維持期→離脱期）に応じた若者の地方都市への移住・定住促進策を研
究する。 



３．研究の方法 
市民生活行動学・地方文化・公共政策の学融合理論の開発を理論知として、地方文化創生による地域への

愛着醸成を通じて行動変容ステージに応じた若者の地方都市への移住・定住促進策の提言を実践知として創
造するため、①地方活性化政策の歴史的検証、②移住・定住メカニズムの解明、③地方文化に着目した地方
都市イメージづくり、④地域資源活用による雇用の創出、⑤移住・定住促進策の提言を主な研究内容として、研
究を計画的に進める。 
４．研究成果 
4.1 成果その１：大量の一次データ（アンケート調査データ）の収集 
 首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、群馬県、栃木県、茨城県、山梨県）において20代～40代の労
働人口（勤務先ベース）と居住人口（居住地ベース）を対象に多様な内容を含む移住の行動変容に関するア
ンケート調査を 2015 年度に実施し、それぞれ 1,000 人以上、合計で 2,000人以上から有効な回答を得た。
調査内容として、移住の行動変容だけではなく、市民生活行動学の知見を活用し、仕事・住居・子育ての行
動変容も含まれた。行動変容について、行動変容ステージ、計画的行動理論に基づく調査項目（態度、規
範、知覚行動制御、意図など）が設けられた。従来の計画的行動理論の欠点を克服するため、複数の生活
行動の行動変容を同時に調べたことが特徴となっている。さらに、移住履歴とそれぞれの移住理由・主な意
思決定者、回答者の両親とその子供との同居状況、自由時間における娯楽活動の実態などについても調べ
た。また、2017 年度に移住履歴と居住環境に関する全国調査（サンプル数：1,000 人）、2018 年度に移住に
関する全国規模の生活史調査（1100 人）をそれぞれ実施した。生活史調査において、仕事、世帯構成、居
住、子育て、家庭支出、健康、交通、幸福度、自然災害と移住との関係を調べた。 

 地方イメージについて、広島県における複数の地方都市、そして、広島県における道の駅、高速道路のサ
ービスエリアとパーキングエリアをそれぞれ対象として、地方文化に着目した利用者のイメージ評価と形成、
今までの居住行動・来訪行動と今後の居住意向・来訪意向などを2016年度に調べた（サンプル数：510人）。
上記の調査内容について、道の駅と高速道路サービスエリアの特徴に合わせて見直したうえで、地方文化、
イメージだけではなく、地域資源の価値にも焦点を当て、地方性（rurality）という概念に集約したうえで、中国
地方における道の駅の利用に関する調査（1,043 人）、全国過疎地域における道の駅と高速道路サービスエ
リアの利用に関する調査（1,000人）を 2017年度に実施した。後者の 2種類の調査において、道の駅と高速
道路サービスエリアへの来訪行動の実態、現存する地方性（rurality）に対する消費実態だけではなく、高次
元の地方性（rurality）に対する来訪者の表明選好、高次元の地方性（rurality）への支払い意思額、地方活性
化支援策への支払い意思額なども調べた（活動体験サンプル数：3,006、商品購買サンプル数：3,006）。 

 広島県居住の高校生（主に条件不利地域）を対象に、移住経歴と移住利用、現在の生活環境と通学行動、
時間展望理論（time perspective theory）に基づく過去、現在と未来に対する様々な時間的な意識に関する
調査項目（56 項目）、健康と生活習慣（15 項目）、将来のキャリアプラン、現在の移住行動変容ステージ、現
在の生活満足度（13の生活領域と生活全体）などを 2016年度に調べた（サンプル数：1,017人）。 

 スマート技術と生活との関係について、以下の 2種類の調査を実施した。 
- 自動運転車の保有・利用調査：大都市と地方都市のそれぞれの居住者（若者を含む）を対象に、主な機
能、追加購入費用、保険、駐車費用、市場での普及状況などを組み合わせた将来のシナリオを提示し、
将来の収入変化の影響を考慮したウェブ調査を 2016 年度に全国で実施した（サンプル数：3,006）。保有
について 3種類の自動運転車の表明選好を、利用について車内での知覚する時間利用（マルチタスクと
時間）をそれぞれ調べた。現在使っている車のこと（車種、燃費、年式、購入価格など）、現在の車を利用
したときの車内での時間利用についても調べた。公共交通機関利用者について、その車内での時間利
用を尋ねた。車と公共交通機関の利用者のそれぞれについて、短距離と長距離の移動に分けて上記の
内容を回答者に尋ねた。さらに、自動運転車の導入による生活行動の可能な変化についても調べた。 

- スマートフォンアプリの保有・利用調査：スマートフォンアプリの保有・利用と生活行動・活動範囲の変化に
関する調査を 2017 年度に実施した（サンプル数：1,000 人）。スマートフォンアプリのすべてに対して、19
カテゴリ（ゲーム、写真/動画、エンターテイメントやイベント、仕事効率化やツール、ショッピング、ソーシ
ャルネットワーキング、健康やスポーツ、旅行、教育、書籍、ニュースや天気、地図やナビゲーション、ビ
ジネス、飲食、音楽、医療、住まい、出産や育児など）に分けて、それぞれの保有個数、利用頻度・時間・
費用などを回答者に尋ねた。生活行動の変化について、以下のことを調べた：仕事の量、自宅での滞在
時間、家族同士の会話、外出時間、余暇・娯楽時間、旅行時間、勉強時間、勉強の効果、運動頻度・時間、
睡眠時間、健康的な食生活、身体的健康状態、無駄遣い、失敗のない買い物、貯金、料理時間、掃除時
間、移動頻度、移動時間、移動中の情報不備によるトラブル、クルマでの外出、公共交通での外出、自転
車での外出、徒歩での外出など。活動範囲の変化について、各種スマートフォンアプリを使うことで、どの
ような距離範囲で活動するようになったか（自宅か自宅からの距離）についても調べた。 

4.2 成果その２：既存の全国規模の二次調査データの有効活用 
総務省の全国消費実態調査（個票データ）、地方自治体間の人口移動、国土交通省の訪日外国人消費行動

調査（個票データ）といった全国規模の二次調査データを本研究の目的のために活用することができた。その
結果、地方自治体レベルと県レベルでの各種公共政策の効果に関する一般性のある結論を多く導き出すこと
ができた。今まで、こういった全国規模の二次調査データをマクロレベルで研究・実務に活用することがほとん
どであったが、本研究では、個票データを用いることで、個人・世帯といったミクロレベルにおける意思決定メカ
ニズムを反映したマクロレベルでの各種公共政策の効果（期待効果と想定外効果の両方）を明らかにすること
ができた。このような取り組みは既存研究においてあまり見受けられなかった。市民生活行動学の研究によっ
て明らかにされたように、生活行動間に相互依存関係が存在する。このような相互依存関係を捉えるため、空
間スケールが可能な限り小さいほうが望ましい。しかし、全国消費実態調査のように、公開できる居住地の地理
情報が県レベルにとどまっており、まちづくりに耐えうる空間スケール（例えば、コミュニティレベル）における政
策評価・提言の研究に大きな支障があった。今後の空間情報の公開方法のさらなる改善が求められる。 
4.3 成果その３：地方活性化政策の歴史的検証 

1980 年代ごろから実施されてきた各種地方活性化政策がどの程度若者の地方都市への移住・定住に寄与
できたかについて、中年層と高齢層と対比しながら、地方自治体別時系列データを用いて検証した。分析方法



として、空間的類似性と空間的接近性を同時に取り入れた個人レベルの文脈依存型離散選択モデルを地方自
治体レベルの分析へと援用し、転出先のプッシュ要因と転入先のプル要因の両方（ともに政策関連要因）の相
対的な影響力を同時に反映しつつ、政策の即時効果だけではなく、その遅延効果も同時に考慮したうえで、地
方と大都市圏を比較し、地方への人口誘致にとって効果的な公共政策（期待された効果と想定外の効果の両
方）を明らかにした。全国規模の時系列人口移動を世帯レベルの選択行動として捉えた点が本研究のオリジナ
リティである。ミクロレベルの方法論をマクロレベルでの研究に援用する本研究のような方法論は、国が多大な
投資を行って実施してきたほかの各種調査の有効活用にも使えることが考えられる。 
4.4 成果その４：移住に関する包括的な行動学的方法論の開発 
移住について、今までマクロレベルの方法論で研究することが多かった。移住するかどうかはあくまでも個人

や世帯レベルでの意思決定であるという考えのもとで、ミクロレベルの研究も見受けられるが、移住行動のみを
扱うのは研究の主流であり、移住の行動変容を扱う研究がほとんどなかった。一方、行動変容の研究において、
「規範・態度・知覚的行動制御→意図→行動」という因果構造を有する計画的行動理論は研究の主流的な方法
論であるが、１つの行動のみの変容しか扱うことができなかった。しかし、生活行動間の相互依存関係の存在を
考えると、地方への移住の行動変容を起こすために、ほかの関連生活行動の変容が実現できなければ、地方
への移住の行動変容が起こらないと考えたほうが自然的である。このような考え方のもとで、今までの計画的行
動理論を、複数の生活行動の変容を扱えるように改良し、構造方程式モデルの構築・推定を通じて、改良した
行動変容方法論の有効性を実証できただけではなく、どのような規範・態度・知覚的行動制御が移住意図に影
響するかも明らかにすることができた。また、鳥取市が平成18年から収集してきた個人レベルの移住相談デー
タ（3983件、うち、移住につながった相談件数が 1175件）を活用し、離散選択モデル、テキストマイニング手法
とデータマイニング手法を組み合わせることで、移住者プロフィールのパターン化、どのような相談内容やどの
ような必要情報が移住に影響したかを明らかにした。さらに、生活史調査データの特徴を反映したライフコース
における動的生活行動モデルを開発し、移住、仕事、世帯構成、居住、子育て、家庭支出、健康、交通などを
同一モデリングの枠組みのなかで包括的に取り入れることが可能となった。この結果、移住と含む生活行動の
時間的変化を包括的に扱う新たな方法論の開発に成功した。上記の新しい方法論は、移住研究の大きな進歩
に貢献することができた。 
4.5 成果その５：スマート技術と生活との関係に関する包括的な評価 
移住を取り巻く社会的環境変化の 1つに Society 5.0（あるいは、超スマート社会）の到来がある。これを念頭

に入れ、本研究では、スマートフォンアプリ・自動運転車と生活との関係について調査・分析した。前者につい
て、前出のスマートフォンアプリの保有・利用調査データを用いて、ランダムフォレストアプローチによりスマート
フォンアプリの保有・利用が生活行動及び活動の空間的な範囲の変化に与える影響を評価した。後者につい
て、前出の自動運転車の保有・利用調査データを用いて、パラメータ間の相関を考慮したパネル型混合ロジッ
トモデルを援用し、自動運転車の保有（異なる自動運転レベル）・利用（車内でのマルチタスクと時間利用）に与
える自動運転車属性と関連政策、自動運転車の到来によって期待される生活行動の変化などの影響を明らか
にした。これらは本研究のオリジナルな取り組みであり、生活の視点に立って、若者を含む様々な住民の意思
決定メカニズムを反映しつつ、Society 5.0の到来に向けて地方のまちづくりをどう展開すべきかを明らかにする
ための新たな調査視点と解析方法を提案することができた。今後、生活とまちとの関連性という視点から超スマ
ート社会づくりのあるべき姿の検討（ポジティブ、ネガティブな効果の両方が存在しうる）が期待される。 
4.6 成果その６：条件不利地域に住む高校生の将来キャリアプランと移住に関する総合研究 
広島県条件不利地域に居住する高校生を対象に、構造方程式モデル、離散選択モデルなどを用いて、現

在の生活環境と通学行動、「過去、現在と未来」に対する様々な時間展望意識（ポジティブかネガティブな過去、
快楽か悲観的な現在、将来指向性など）などが、若者の将来キャリアプラン、移住意向に与える影響を評価し
た。時間展望理論（Time Perspective Theory）を用いたこと、高校生の視点からみた生活環境の影響評価と社会
的排除の研究は顕著なオリジナリティを有している。今後、ほかの調査項目を入れること、解析方法の改善など、
もっと包括的な視点から、より科学的な手法で地方に残れる若者のための政策立案に役立つ研究成果をより多
くあげることが可能である。 
4.7 成果その７：地域活性化と道の駅・高速道路サービスエリアとの関係に関する総合研究 
全国の過疎地域及び中国地方の道の駅・高速道路サービスエリアの来訪者を対象に、マルチレベル離散選

択モデル手法、構造方程式モデルなどを用いて、地方性（rurality）が来訪行動実態と将来の訪問選好に与え
る影響、地方性（rurality）への支払い意思額、地域活性化政策への支払い意思額などを包括的な視点から研
究した。地方文化とリンクした地方性（rurality）の定量化、地方イメージの形成評価、地域資源の活用といった
視点からみた道の駅・高速道路サービスエリアの行動学研究と政策研究は顕著なオリジナリティを有している。
今後、地方町の空間構造の変化、地方町の持続可能な発展に与える道の駅・高速道路サービスエリアの影響
（ポジティブとネガティブな効果の両方が存在しうる）に関する研究へと拡張することが可能で、道の駅・高速道
路サービスエリアの地域密着型発展のあるべき姿を明らかにすることが期待される。 
4.8 成果その８：世帯消費支出の視点からみた若者の車離れ現象の再検証 
先進国において、若者の車離れがクローズアップされている。様々な視点から検証を重ねてきているが、い

まだにそのメカニズムに関する一般性のある結論がないままである。そこで、本研究では、総務省の全国消費
実態調査の 1984年、1989年、1994年、1999年、2004年と 2009年のデータ（個票データ）を用いて、多項
線形効用に基づく家庭消費支出意思決定モデルを構築し、自動車に関する支出とほかの各種支出（公共交通
支出、エネルギー、居住、その他など）との間の相互作用を体系的に捉えることができた。消費支出からみた若
者の車離れについて行動学的な解釈を与えた。このような国家レベルの大規模時系列データと多項線形効用
理論に基づく若者の自動車保有・利用の研究はオリジナルな取り組みである。その研究成果は日本全国から
みた一般性があり、今後、他国との比較研究を通じて、若者の車離れの真相について科学的に解明できること
が期待される。その結果、特に新たなモビリティサービスの展開と関連づけて地方移住と新たな車社会とのある
べき姿を提示することが可能であると考えられる。 
4.9成果その９：訪日外国人の目的地方法パターンと要因に関する研究 

2011年から 2016年までの季節ごとの訪日外国人消費行動調査データ（個票データ：季節ごとに 8,000人～
10,000 人）を用いて、大都市圏を中心とする訪問が 73％から 67％へと減少していること、地方を中心とする訪



問が 17％から 24％へと増加していること、大都市圏と地方を組み合わせる訪問が 9％で安定していることを明
らかにすることができた。地方訪問が増えてきているが、大都市圏を中心とする訪問は依然として大多数を占
めていることから、どうやって訪日外国人を地方へと誘致できるかについて、データマイニング手法、選択肢間
の類似性を取り入れた離散選択モデル（PCL モデル）を併用するという二段階アプローチを提案し、訪日外国
人のセグメンテーションを客観的な手法で行い、その影響要因を体系的に捉えることができた。特に地方に誘
致できそうな訪日外国人のプロファイルを明らかにすることができた。上記の視点からみた観光研究は既存研
究になかった。今後、観光資源、各地域の観光誘致の取り組み、他の公共政策などと関連づけた訪日外国人
の地方誘致政策を包括的に評価・提言することが期待される。 
【研究成果のインパクト】 
本研究において、移住研究とその関連研究に関する世界初の取り組みを多く展開することができた。

Sustainable Cities and Society, Transportation Research Part A, International Journal of Sustainable Transportationな
どの世界トップレベルの雑誌にて 119編の査読付き論文（そのうち、SCI/SSCI論文が 39編）と専門図書 3冊を
公表できた。また、国際会議でのワークショップ開催（IATBR2015“Life-Oriented Approach for Transportation Studies”、
TRB2016“Young People’s Life Choices and Travel Behavior”、IATBR2018“Life Course & Dynamics: A Life-oriented 

Perspective”）と SCI/SSCI 雑誌での特集編集（Transportation Research Part A (IF: 3.489)の特集“Life-oriented Travel 

Behavior Analysis”、Sustainable Cities and Society (IF=1.968)の特集“Smart Technologies and Urban Life: A Behavioral and 

Social Perspective”、Transportation Research Part D (IF= 3.788)の特集“Young People’s Life Choices and Travel Behavior”）を通
じて、本研究の取り組みを世界に向けて情報発信することができただけではなく、本研究の取り組みの国際的
な先端性を確認することもできた。さらに、本研究の構想や関連成果をもとに、多様な生活領域（移住を含む）
を扱う選択理論を学際的な視点から展開すべき点を強調して、2019 年 8 月に神戸で開催予定の国際学会
「International Choice Modelling Conference」を日本に誘致することに成功した（研究代表者が共同主催者の１
人）。そして、今までの成果の応用として、アジアの条件不利地域というメコン流域の国境まちづくりという新た
な科研プロジェクト（特設分野）の獲得につながった。さらに、若手研究者の育成にも貢献することができた。 
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